
２０１７年６月２８日

　　住所　：石川県かほく市宇野気ヌ９８－２

　　会社名：ＰＦＵテクノコンサル株式会社

　　代表取締役社長　　西野　秀人

貸  借  対  照  表
（２０１７年３月３１日現在) 

（単位：円）

　　科　　　　目 　　金　　　　額　 　　科　　　　目 　　金　　　　額　

（資　産　の　部） 767,810,138 （負　債　の　部） 430,157,299

流動資産 740,658,917 流動負債 414,780,599

現金及び預金 474,375,678 買　掛　金 12,811,502

受 取 手 形 0 短期借入金 0

売　掛　金 186,928,583 未　払　金 26,159,000

商品及び製品 0 未 払 費 用 300,561,863

仕　掛　品 628,696 未払役員賞与 9,580,000

原材料及び貯蔵品 235,200 未払法人税等 8,779,888

前　渡　金 0 未払消費税等 43,645,600

繰延税金資産 75,681,000 前　受　金 972,347

短期貸付金 0 預　り　金 12,270,399

未 収 入 金 0 資産除去債務 0

そ　の　他 2,809,760 そ　の　他 0

貸倒引当金 0 固定負債 15,376,700

固定資産 27,151,221 長期借入金 0

有形固定資産 2,460,139 退職給付引当金 3,416,700

建　　　物 0 役員退職慰労引当金 11,960,000

構　築　物 0 資産除去債務 0

機械及び装置 0 そ　の　他 0

車輌運搬具 0

工具器具及び備品 2,460,139 （純 資 産 の 部） 337,652,839

土　　　地 0 株主資本 337,652,839

建設仮勘定 0 資　本　金 80,000,000

無形固定資産 19,325,082 資本剰余金 80,000,000

ソフトウェア 19,325,082 資本準備金 80,000,000

そ　の　他 0 利　益　剰　余　金 177,652,839

投資その他の資産 5,366,000 利益準備金 18,995,000

投資有価証券 0 その他利益剰余金 158,657,839

関係会社株式 0 特別償却準備金 0

敷　金　等 0 圧縮記帳積立金 0

繰延税金資産 5,276,000 別途積立金 105,000,000

そ　の　他 430,000 繰越利益剰余金 53,657,839

貸倒引当金 △ 340,000 評価・換算差額等 0

その他有価証券評価差額金 0

　資　産　合　計 767,810,138 　負債及び純資産合計 767,810,138

第２２期 　決 算 公 告



個別注記表

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

 1. 会社計算規則（平成18年2月7日法務省令第13号、最終改正 平成28年1月8日法務省令第1号）　 

に基づいて計算書類を作成しております。

２．資産の評価基準及び評価方法

(1)その他有価証券

　・時価のあるもの　　　････　決算日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　　　　　　　　　　　　　　　売却原価は移動平均法による算定）

　・時価のないもの　　　････　移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

　・仕  掛  品　　　  ････  個別法による原価法

なお、収益性の低下したたな卸資産については、帳簿価額を切下げている。

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産  ････  定額法

耐用年数についてはビジネスごとに実態に応じた回収期間を反映し、次の通り見積

もっている。

建物及び構築物　　　２年～５０年

機械装置　　　　　　２年～９年

工具器具及び備品　　２年～１５年

(2) 無形固定資産

　・ソフトウェア

・市場販売目的　････　見込有効期間(3年)における見込販売数量に基づく方法

・自社利用　　　････　利用可能期間(5年以内)に基づく定額法

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上している。

(2) 退職給付引当金

 　従業員の退職給付に備えるため、自己都合による退職金期末要支給額を計上している。

(3) 役員退職慰労引当金

　 役員の退職慰労金の支出に備えるため、社内規定に基づく必要額を計上している。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

税抜き方式による会計処理を行っている。

(2) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用している。

【貸借対照表に関する注記】

１．有形固定資産の減価償却累計額    59,326,059 円

２．関係会社に対する短期金銭債権 166,118,821 円

３．関係会社に対する短期金銭債務 39,866,495 円

【税効果会計に関する注記】

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払賞与 73,208,000 円

役員退職慰労引当金 4,098,000 円

退職給付引当金繰入限度超過額 1,171,000 円

未払事業税否認 2,085,000 円

ゴルフ会員権評価損 802,000 円

その他 395,000 円

繰延税金資産小計 81,759,000 円

評価性引当額 △ 802,000 円

繰延税金資産合計 80,957,000 円

繰延税金資産の純額 80,957,000 円



【関連当事者との取引に関する注記】

１．親会社及び法人主要株主等

     取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）当社製品の販売、役務提供についての価格その他の取引条件は、市場の実勢価格を勘案して

　　　　当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定している。

（注２）原材料、役務の購入については、当該取引会社以外からも複数の見積りを入手し、

　　　　市場の実勢価格を勘案して、価格交渉の上で決定している。

（注３）取引金額には消費税等を含めていない。期末残高には消費税等を含めている。

【１株当り情報に関する注記】

　　１．１株当り純資産額 482,361 円　20銭

　　２．１株当り当期純利益 59,873 円　03銭

【重要な後発事象に関する注記】

　　該当事項はありません。

【当期純損益金額注記】

　　41,911,120円


